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第三節 学説
第四節 考察
第四章 日本法への示唆
第一節 序
第二節 情報提供義務の機能する範囲と統一的な効果
第三節 従来の制度の根底にある情報提供義務
第四節 おわりに
第一章 問題の所在
契約交渉中に一方当事者によって不適切な情報提供が行われた結果､
相手方が想定していなかった契約が成立した場合の処理についての問題
は､ 判例においても学説においても頻繁に現れているが､ いまだに統一
的な見解は得られていない｡ この問題に関しては､ 根拠・要件・効果・
範囲について､ 学説・判例上必ずしも明確にされていないというのが一
般的な認識である｡
契約締結過程において､ 一方当事者の不適切な言動によって相手方が
想定していなかった契約が成立してしまった場合に､ 想定していたよう
な契約から生じる効果を導き出すことができないのか､ その場合にはど
のような制度が用いられるのか､ 統一的な効果を導くことは可能なのか｡
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 横山美夏 ｢契約締結過程における情報提供義務｣ ジュリ1094号(1996)128頁､
小粥太郎 ｢『説明義務違反による損害賠償』 に関する2,3の覚書｣ 自由と正義47
巻10号(1996)36頁､ 野沢正充 ｢情報提供義務(説明義務)違反｣ 法教273号(2003)
34頁｡
本稿の全体の目的は､ これらの問題を明らかにすることである｡ 本稿で
は情報提供義務概念に着目し､ 不適切な言動の相手方が望まなかった契
約の適正化の方法を論じる｡ なお本稿において､ 当事者とは､ ｢情報提
供義務者｣ と ｢情報提供の相手方｣ を意味する｡ ｢相手方の望んでいた
契約｣ とは､ ｢情報提供義務者の情報を信じた結果､ 情報提供の相手方
が想定した契約｣ のことを指す｡
第一節 裁判例からの事例の紹介
本稿で論じる問題が現れている事例について､ 代表的な裁判例を紹介
する｡ はじめに日本の裁判例とその解決方法を紹介し､ 同様な事例につ
いてのドイツ法における解決方法を紹介する｡
日本の裁判例の事例は次のようなものである｡ 売主Sは ｢全戸南向
きである｣ と宣伝して未完成マンションを販売し､ Gはこれを信じて当
該マンションを購入した｡ しかし､ 実際には西南西向きのマンションが
完成したので､ GはSに対して､ 詐欺による不法行為ないし情報提供義
務違反として､ マンションの価値減少損害､ 光熱費増加損害､ 慰謝料等
の賠償を求めた｡ 建物の向きに関する情報提供義務が存在することと､
本件においてその違反があることは認められたが､ 客観的な価値の減少
はないという理由で価値減少損害は認められず､ 西南西向きによる精神
的苦痛を考慮した上で慰謝料のみが認められた｡
本件においては詐欺による取消しは主張されなかったことから､ 情報
提供の相手方は契約関係を維持した上での適切な解決を求めているとい
える｡ 解決方法として情報提供の相手方(買主)は､ 価値減少損害の賠償
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 京都地判平成12年３月24日判タ1098号184頁｡ 日本の裁判例の紹介と分析に
ついては､ 第二章第一節第一款参照｡
を求めていたが､ これは認められなかった｡ つまり､ 反対給付の縮減
(代金減額)と同様の経済的地位の回復は認められなかった｡
ドイツの同様な裁判例の事例は次のようなものである｡ 売主Sの
｢近くに汚水処理工場があるが､ 年に２､ ３回しか嫌な臭いがしない｣
との説明を信じて､ 買主Gは土地を購入したが､ 悪臭が週に２､ ３回生
じることが判明した｡ そこでGは､ Sに対して瑕疵担保責任ないし契約
締結上の過失から生じる損害賠償を請求した｡ 瑕疵担保責任は認められ
なかったが､ 契約締結上の過失責任が認められ､ 当該事情を知っていれ
ばGはこの土地を実際の購入価格ほどは高い値段で買わなかったであろ
うことが認められた｡ 具体的な損害額を確定するために差戻された｡
ドイツの裁判例においては､ 情報提供の内容を信じて購入した不動産
が実際は情報提供の内容と異なっていた場合には､ 実際の購入価格は高
すぎる値段であったことが前提とされ､ 損害額が算定されている｡ した
がって､ 契約関係の維持が求められている場合においても､ 当事者が望
んでいなかった契約の適正化が行われているといえる｡
これに対して日本法においては､ 消費者契約法により契約関係からの
離脱を求める場合には当事者の要望が実現される余地は大きいが､ 裁判
例に現われているように､ 契約関係を維持しつつ､ 当事者が望まなかっ
た契約の内容を適正化するという視点が欠けているのではないかと思わ
れる｡
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 連邦通常裁判所1987年7月10日判決NJW-RR1988,10｡ 目的不動産の客観的
な価値の減少の有無を考慮せずに請求が認められている｡ ドイツの裁判例の紹
介と分析については､ 第三章第二節参照｡
第二節 事例の特性
本稿では､ 次のような特性を持った問題を対象とする｡ 契約締結過程
の問題という広大な範囲にまたがるものを統一的に詳細に検討すること
は困難であるので､ 範囲の確定を行う｡
本稿で対象とする問題の特性としては次の五つが挙げられる｡ 第一は､
契約前の情報提供義務が存在していることである｡ 一般的な情報提供義
務が存在していればよく､ 一つ一つの具体的な事実について情報提供義
務が存在していなくてもよい｡ 第二は､ 情報提供義務者と､ その相手方
の二者の間の問題である｡ 第三者との関係については本稿では論じない｡
第三は､ 契約交渉過程において､ 情報提供義務者が情報提供の相手方に
対して､ 誤った情報を提供した､ または､ 必要な情報を提供しなかった
ことが問題となっていることである｡ ただし､ 実際に情報提供義務違反
が認められていなくてもよい｡ 第四は､ 情報提供義務者の提供した情報
が原因で､ 情報提供の相手方が望んだものとは異なった契約が有効に成
立していることである｡ 契約が成立していない場合は対象外とする｡ 第
五は､ 契約関係が維持されたままであることである｡ 情報提供の相手方
が契約関係の維持を求めている場合だけでなく､ 契約解消が認められず
に結果として契約関係が維持されている場合も含む｡ したがって､ 契約
関係からの離脱については制限的にのみ論じる｡
第三節 問題の提示と本稿の構成
当事者が契約関係の維持を求めた場合､ 情報提供の相手方は､ 既存の
法制度によっては十分な保護が得られないといえよう｡ 本稿では､ 既存
の法制度における当該問題の処理について検討した上で問題点を明らか
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にし､ 適切な解決方法を模索する｡
本稿の具体的な目的は三点ある｡ 第一は情報提供義務が機能する範囲
を明らかにすること､ 第二はその範囲内での情報提供義務の効果を統一
的に導くこと､ 第三は従来の制度の根底には情報提供義務があることを
明らかにすることである｡
詳しく説明すると､ 第一は､ 相手方が望まなかった契約が成立してし
まった事例のうち､ どのような場合に情報提供義務を通じて適正化がな
されるかを明らかにすることである｡ 瑕疵担保責任､ 取引的不法行為責
任などの従来の制度が用いられる範囲を各々明らかにし､ 従来の制度で
は相手方を保護しきれない範囲においては情報提供義務を通じた解決が
適切であることを明らかにすることである｡
第二は､ 情報提供義務違反の効果を導く根拠を明確にし､ 効果の具体
的な範囲を明らかにすることである｡ 情報提供義務の根拠､ 要件､ 効果､
損害賠償の範囲については学説上も判例上も一致した見解が得られてい
ないので､ 効果とその範囲を明らかにすることは意味がある｡
第三は､ 従来の制度において､ 情報提供義務概念がなんらかの役割を
果たしていることを明らかにすることである｡ つまり､ 契約交渉過程に
問題があり､ 当事者が望まなかった契約が成立したというカテゴリーに
おいて､ 関連する諸制度に情報提供義務が関わっていることを明らかに
することである｡
この際に､ 四つの区分に着目して検討を加える｡ すなわち､ 情報提供
義務違反の効果による区分､ 情報提供の対象による区分､ 情報提供の態
様による区分､ 情報提供義務を検討する際に関係してくる個々の様々な
従来の法制度による区分である｡
論述の方法は､ まずはじめに､ 日本法の現状について､ 民法上の処理
についての裁判例､ 学説を検討することにより､ 問題点を明確化する
(第二章)｡ 次に､ ドイツ法を考察する(第三章)｡ ドイツ法を取り上げる
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のは次の理由による｡ すなわち､ フランス法においては情報提供義務を
合意の瑕疵の拡張として考え､ 効果として契約関係からの離脱が原則と
なっているが､ これに対してドイツ法では､ 日本法と同様に､ 情報提供
義務違反を契約締結上の過失責任を通じて認め､ 効果としても取消や無
効といった契約関係からの離脱ではなく､ 損害賠償を原則と考えている｡
したがって､ ドイツ法を検討することは日本法にも有益である｡ 最後に､
ドイツ法の考察から得られた情報提供義務を通じた契約の適正化の手法
が日本法に与える示唆を述べる(第四章)｡
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第二章 日本法における現在の制度による解決とその限界
本章では､ 想定している事例についての日本法における現状を述べる｡
はじめに情報提供義務一般について述べ(第一節)､ 次に裁判例及び学説
の紹介と分析をし(第二節)､ 最後に日本法における問題点を指摘する
(第三節)｡ この際に前章で述べた四つの区分に着目する｡ 裁判例と学説
の紹介の際には効果によって分類をし､ 分析の際には責任の根拠とされ
ている制度によりさらに分類する｡
第一節 情報提供義務
一般論として､ 契約交渉に入った当事者間は利害関係が対立すること
が通常であるので､ 各当事者が自分だけが知っている事実を相手方に全
部説明することや､ 相手方の意思決定に必要な情報を調査･提供する義
務は負っていない｡ 私的自治の原則からは､ 契約を締結するか否かを
決断するために必要な情報収集は各人が自己の責任において行うべきこ
とが求められる｡ 私的自治の原則は､ 各個人が自ら自分のために情報を
収集し､ それにより当該契約が自分の目的に適合するかどうかを知った
上で自分の目的に適合する契約を選択すると同時に不必要な契約の締結
を避けるべきことを要請するのである｡
しかしながら､ 事業者と消費者のような､ 情報量やその分析能力に格
差のある当事者間の契約において､ 情報収集の私的自治を全ての契約に
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 本田純一 ｢『契約締結上の過失』 責任の現代的意義｣ 自由と正義48巻4号51頁
(1997)｡
 横山・前掲(注1)129頁｡
ついて適用すると､ 情報量やその分析能力において劣る当事者は､ 自分
の目的に適合的な契約を選択する自由を実質的に奪われるだけでなく､
不必要な契約に拘束されることがありうる｡ したがって､ 消費者保護
の観点､ 情報量やその分析能力に格差のある当事者間における対等性の
確保､ 契約正義の実現､ 自己決定基盤の形成､ 一方当事者の専門性など
を根拠にして､ 一方当事者から情報量やその分析能力に劣る当事者に対
して適切な情報を提供する義務が認められる｡
一般論として情報提供義務が存在することは一致した見解である｡ し
かし､ 個別的な事情について情報提供義務が存在するかどうかについて
は､ 説が分かれている｡ 一方では､ 総合的に､ 情報提供義務を確定しよ
うとする説がある｡ この説においては､ 一方当事者だけがはじめから
その事情を知っており､ かつこの者において､ 相手方の意思決定がその
事情を知っているか否かによって影響を受けるということを知りまたは
知りうべき特別かつ附加的な事情が問題となるときだけに情報提供義務
が認められ得るとされている｡ これに対し､ 契約類型ごとに個別的な事
情についての情報提供義務を確定しようとする説もある｡
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 横山・前掲(注1)129頁｡
 情報提供義務が課される根拠に関する議論については､ 潮見佳男 『債権総論
Ⅰ』 (第２版)(2003)570頁以下参照｡
 本田・前掲(注4)51頁｡
 たとえば､ 保険契約について､ 木下孝治 ｢ドイツ保険監督法上の保険者の情
報提供義務及び契約締結(1)～(8)｣ 阪大法学188号375頁以下､ 189号579頁以下
(以上､ 1997)､ 192号1243頁以下､ 193号137頁以下(以上､ 1998)､ 205号１頁以
下､ 206号239頁以下､ (以上､ 2000)､ 210号899頁以下､ 213号557頁以下(以上､
2001)､ 投資取引について､ 平野裕之 ｢投資取引における被害者救済法理の相
互関係について―投資取引における事業者の情報提供義務―(1)(2)｣ 法律論叢
１号１頁以下､ ２=３号83頁以下(以上､ 1998)､ フランチャイズ契約について､
金井高志 ｢フランチャイズ契約締結段階における情報開示義務｣ 判タ851号40
頁以下(1994)などがある｡
情報提供義務違反が認められた場合の法的効果については一致した見
解が得られていない｡ これについて一方では､ フランス法における議論
を参照して､ 合意の瑕疵の拡張により情報提供義務違反の効果として契
約関係からの離脱を認めようとする説がある｡ もう一方では､ ドイツ
法における議論を参照して､ 情報提供義務違反による契約締結上の過失
責任に基づき､ 損害賠償､ 場合によっては契約解除まで認めようとする
説がある｡
第二節 契約関係の維持が求められた場合の､ 従来の制度による解決
契約交渉過程において､ 情報提供義務者が情報提供の相手方に対して､
誤った情報を提供したこと､ または必要な情報提供を提供しなかったこ
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 フランス法における情報提供義務に関する議論を紹介するものとして､ 柳本
祐加子 ｢フランスにおける情報提供義務に関する議論について｣ 早稲田大学大
学院法研論集49号161頁以下(1989)､ 後藤巻則 ｢フランス契約法における強迫
詐欺錯誤と情報提供義務 (1) ～ (3完)｣ 民商102巻２号180頁以下､ ３号78頁
以下､ ４号54頁以下(以上､ 1991)､ 馬場圭太 ｢フランス法における情報提供義
務理論の生成と展開 (1) (2完)｣ 早稲田法学73巻2号55頁以下(1997)､
74巻１号43頁以下(1998)､ 野澤正充 ｢フランス消費者契約法における情報提供
義務と濫用条項規制―EUおよびフランスでの調査報告―｣ 立教法学53号205頁
以下(1999)､ 横山・前掲(注1)等がある｡
 ドイツ法における情報提供義務に関する議論を紹介するものとして､ 松本恒
雄 ｢ドイツ法における虚偽情報提供者責任論(1)～(3完)｣ 民商79巻２号27頁以
下､ ３号61頁以下(以上､ 1978)､ ４号76頁以下(1979)､ 岡孝 ｢情報提供者の責
任｣ 『現代契約法大系7巻』 306頁以下(1984)､ 藤田寿夫 『表示責任と契約法理』
(1996)205頁以下､ 同 ｢説明義務違反と法解釈方法論―詐欺規定と評価矛盾す
るか？―｣ 神戸学院法学27巻１=２号１頁以下(1997)､ 同 ｢取引交渉過程上の
法的責任｣ 『現代取引法の基礎的課題』 533頁以下(1999)､ 潮見佳男 『契約法理
の現代化』 (2004)､ 円谷峻 『新・契約の成立と責任』 (2004)､ 宮下修一 『消費
者保護と私法理論』 (2006)､ 木下・前掲(注9)等がある｡
とにより､ 情報提供の相手方が望んだものとは異なった契約が有効に成
立し､ 一方当事者の情報提供義務違反がなければ締結しなかったであろ
う契約の拘束を受けたり､ 他の有利な契約締結や別の条件での契約締結
に至ることができなかった結果､ 導かれる法的効果として､ 次の三つの
種類が考えられる｡
第一は､ ｢契約解消型｣ であり､ 公序良俗違反による無効・詐欺取消・
錯誤無効・債務不履行あるいは瑕疵担保責任に基づく解除によって､ 契
約関係からの離脱が効果として導かれるものである｡ 第二は ｢損害賠償
型｣ であり､ 瑕疵担保責任・債務不履行責任・不法行為責任・契約締結
上の過失責任に基づいて､ 損害賠償が効果として導かれるものである｡
第三は ｢契約履行型｣ であり､ 表示責任・保証責任に基づいて､ あるい
は契約解釈を通じて､ 効果として､ 提供された情報の内容が契約内容と
して履行されるものである｡
当事者が契約関係からの離脱を求める場合には､ 契約解消型アプロー
チが取られる｡ また､ さらに損害賠償を求めることも可能である｡ これ
に対し､ 当事者が契約関係の維持を求める場合には､ 損害賠償型アプロー
チあるいは契約履行型アプローチがとられることとなる｡ 従って､ 契約
関係の維持の観点からみると､ 契約解消型アプローチは検討の対象外と
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 平野・前掲(注9) (1) 15頁において､ ｢契約解消型｣ ｢損害賠償型｣ と名付け
られている｡ また､ 磯村保 ｢違法な取引に対する救済｣ ジュリ1097号(1996)109
頁では､ ｢法律行為的救済｣ ｢損害賠償法的救済｣ と名付けられている｡ 湯川益
英 ｢契約規範として成立する契約準備交渉段階の説明義務－契約規範と契約に
おける動機の保護・覚書(1)｣ 山梨学院大学法学論集49号(2003)56, 58頁では､
①既存の法制度である､ 意思表示法秩序(詐欺・錯誤の法理の拡張)､ 法律行為
法秩序(公序良俗の法理の拡張､ 法律行為の解釈に際しての規範的解釈理論の
採用)､ 契約法秩序(瑕疵担保責任論､ 債務不履行責任)､ 不法行為秩序(社会生
活保安の義務論､ 自己決定権の理論)を利用するものと､ ②新たな契約責任観
に立つ契約締結上の過失を導入するものとを分類する｡
なるように思われる｡ しかしながら､ 次の二点を理由として､ 契約解消
型アプローチに関する従来の議論も本稿に関連する部分においては検討
の対象とすることとする｡ すなわち､ 情報提供義務に関する従来の議論
は契約解消型アプローチを中心に進められてきた点と､ いわゆる評価矛
盾に関して契約解消型アプローチにおける議論を避けて通ることはでき
ないという点である｡
本章において､ 効果としての各類型に関する従来の見解を概観し､ 損
害賠償型と契約履行型を中心に､ 従来の議論における不都合な点を明ら
かにする｡ まず､ 契約関係の維持が問題となった裁判例を検討する
(第一款)｡ 次に､ 学説における解決方法について検討する(第二款)｡ そ
の際に､ 主として損害賠償型に関係する学説と主として契約履行型に関
係する学説を分けて論じる｡
第一款 契約関係の維持に関する裁判例の分析
本款において､ 契約が有効に成立している場合で契約前の情報提供義
務違反が問題となった裁判例を分析する｡ 契約関係が維持された場合に
どのような効果が導かれているのかということを､ 裁判例の分析を通じ
法政論叢──第47号(2010)
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 消費者契約法については､ 本稿では詳細には取り上げない｡ なぜなら､ 詐欺・
錯誤の拡張により､ 契約の取消を認めているものなので､ 契約関係の維持を論
じている本稿とは密接には関係しないからである｡ さらに､ 事業者の情報提供
義務については努力義務として規定されており(３条１項)､ 義務違反によって､
事業者の損害賠償義務の発生などの法的効果が消費者契約によって直ちに発生
するわけではない｡ 法的効果に関しては民法に委ねられているといえる｡ 横山
美夏 ｢消費者契約法における情報提供モデル｣ 民商123巻4=5号554～
555頁(2001)参照｡
 検討結果の詳細については､ 第二章第三節を参照｡
て明らかにすることを目的とするため､ 無効・取消・解除が認められな
かった裁判例を対象とする｡ この際に､ 当事者が契約の解消を求めてい
る場合でも､ 結果として解消が認められていない裁判例については検討
の対象にする｡ 契約関係維持の観点から考えるので､ 契約不成立の場合
や契約交渉破棄の場合は検討の対象にはしない｡ また､ 契約前の情報提
供義務違反が問題となった事例を本稿は対象としているので､ 契約上や
契約後の情報提供義務違反が問題とされた裁判例は検討の対象にはしな
い｡ さらに､ 金融商品販売に関しては金融商品販売法によって契約関係
維持の場合にも法的保護がなされているので､ 金融商品に関する裁判例
についても､ 検討の対象外とする｡
契約交渉過程の情報提供義務が問題となっている事例は数多いが､ ま
ずは､ 代表的な裁判例を対象となっている事例ごとに紹介する｡ その
際に､ ①不動産売買に関する裁判例､ ②保険契約に関する裁判例､ ③フ
ランチャイズ契約に関する裁判例､ ④雇用契約に関する裁判例の四つに
分類をして紹介する｡ ①不動産売買契約は契約の目的が ｢物｣ であるた
め､ 瑕疵担保責任との関連が問題となってくる｡ ②保険契約では､ 個別
的条項についての情報提供が問題となっている｡ ③フランチャイズ契約
は契約前の情報提供義務が問題となる典型的事例であり､ 裁判例も多い｡
契約の目的が ｢サービス｣ であることが特徴的である｡ ④雇用契約は､
契約関係維持が強く要求される契約である｡
当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務 (１)──小笠原
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 金融商品販売法については､ 第四章第三節を参照｡
 『重要判例解説』､ 『私法判例リマークス』､ 『主要民事判例解説』 で取り上げ
られている裁判例や､ 判例評釈で多く取り上げられている裁判例を､ 代表的な
裁判例として本稿では検討した｡
１ 紹介
① 不動産売買契約
本稿が対象としている問題について､ 不動産売買契約においては裁判例
が多い｡ 代表的な八つの裁判例をとりあげ､ 第一章第三節で述べた四つ
の区分 (効果､ 対象､ 態様､ 法制度) に着目して分析をする｡
[J-1]東京地判昭和49年１月25日判時746号52頁､ 判タ307号246頁
[J-2]東京地判平成７年８月29日判時1560号107頁､ 判タ926号200頁
[J-3]東京地判平成10年１月23日判タ991号206頁
法政論叢──第47号(2010)
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 なお裁判例の事実の概要については､ 注において簡単に述べるのみとする｡
 マンションの南側隣接地について誤った説明がなされた事例｡ 本判決の評釈
として､ 下森定・判タ311号86頁(1974)､ 野口恵三・ＮＢＬ88号42頁(1974)が
ある｡ 下森評釈では､ 本件判旨において､ 契約準備段階において ｢当事者の一
方が､ 相手方の意思表示に対し重要な意義をもつ事実について､ (1)信義則に
反するような不正の申立をしたとき､ (2)信義則上､ 調査告知義務を負担する
と解される場合にこれを怠ったとき｣ に､ 一種の契約責任を負うという一般的
判断基準を示したものとしている(88～89頁)｡ 下森評釈自体は当該事例におい
ては､ このような一種に契約責任を問題とするのではなく､ 瑕疵担保責任を考
慮すべきとしている｡
 近隣の暴力団事務所の存在について説明がなされなかった事例｡ 本判決の評
釈として､ 野口恵三・ＮＢＬ617号56頁(1997)､ 田沼柾・金商1041号55頁(1998)､
杉田雅彦・平成９年度主要民事判例解説(判タ臨増978号)72頁(1998)がある｡
 海外の土地の購入の際に､ 希望価格と現地価格間に著しい差があることにつ
いて説明がなされなかった事例｡ 本判決の評釈として､ 長谷川俊明・国際商事
法務27巻４号412頁(1999)がある｡
[J-4]東京地判平成10年５月13日判時1666号85頁､ 判タ974号268
頁
[J-5]京都地判平成12年３月24日判タ1098号184頁
[J-6]東京地判平成12年８月30日判時1721号92頁､ 判タ1039号285頁
[J-7-1]東京地判平成15年２月３日民集58巻８号2233頁
[J-7-2]東京高判平成15年12月18日民集58巻８号2286頁
[J-7-3]最判平成16年11月18日民集58巻８号2225頁
[J-8-1]大阪高判平成13年12月19日金商1189号12頁
[J-8-2]最判平成15年11月７日判時1845号58頁､ 判タ1140号82頁
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 売買目的物の一部に重大な雨漏りが発生しているという事実について情報提
供がなされなかった事例｡ 本判決の評釈として､ 中田裕康・私法判例リマーク
ス2000(上)66頁(2000)がある｡
 マンションの向きについて誤った説明がなされた事例｡ 本判決の評釈として､
野口恵三・NBL751号70頁(2002)､ 山本昌平・判タ臨増1178号141頁(2005)が
ある｡
 公団住宅の将来の値下げ販売について説明がなされなかった事例｡ 本判決の
評釈として､ 今中秀雄・平成12年度主要民事判例解説(判タ臨増1065号)116頁
(2001)がある｡
 公団住宅の優先入居の際に､ 直ちに一般公募を行うことは考えてはいないこ
とについて説明がなされなかった事例｡ 本判決の評釈として､ 石黒清子・平成
15年度主要民事判例解説(判タ臨増1154号)57頁(2004)､ 石松勉・香川法学24巻
２号47頁(2004)がある｡
 本判決の調査官解説として､ 志田原信三・曹時58巻３号280頁(2006)､ 主な
評釈として､ 大中有信・金商1216号75頁(2005)､ 野澤正充・判タ1187号102頁
(2005)､ 安永正昭・判時1912号195頁(2006)､ 久保宏之・平成16年度重判(ジュ
リ臨増1291号)70頁(2005)､ 塩崎勤・平成17年度主要民事判例解説(判タ臨増
1215号)48頁(2006)､ 久保宏之・不動産取引判例百選[第３版]32頁(2008)があ
る｡
 金融機関の従業員が顧客に対し融資を受けて宅地を購入するように勧誘する
際に当該宅地が接道要件を具備していないことを説明しなかった事例｡ 本判決
の評釈として､ 香月裕爾・金商1179号２頁(2003)､ 片岡宏一郎・民商130巻４＝
５号910頁(2003)､ 安部勝・平成15年度主要民事判例解説(判タ臨増1154号84頁)
(2004)､ 後藤巻則・私法判例リマークス2005(上)62頁(2005)､ 若林茂雄・判タ
臨増1178号168頁(2005)がある｡
不動産売買契約の裁判例においては､ 提供すべき情報の内容について
は､ 売買契約の目的物である不動産自体の性状に関するものが多い｡ 目
的不動産の雨漏りの状況[J-4]､ マンションの向き[J-5]､ 目的不動産の
接道要件[J-8]が､ 提供すべき内容が売買契約の目的物であるといえる｡
目的不動産そのものではなく､ その周辺事情に関する情報が提供すべ
き内容となっている裁判例もある｡ 他人所有の南側の土地の将来の利用
状況[J-1]､ 近隣の暴力団事務所の存在[J-2]である｡
売買目的物の不動産ではなく､ 価格に関する情報が提供すべき内容と
なっているものもある｡ およその現地価格等の基本的事項[J-3]､ 将来
の値下げ販売[J-6]､ 同等の条件で直ちに一般公募を行うことを現時点
では考えていないこと[J-7]である｡
必要な情報を提供しなかったばかりでなく､ 積極的に誤った情報を提
供した裁判例もみられる｡ 重大な雨漏りがあることについて情報提供を
しなかったばかりか､ 以前雨漏りはあったが修理して現在は問題がない
という誤った情報を故意に提供した裁判例[J-4]､ マンションの向きが
西南西向きであることについて情報提供しないばかりか､ ｢南向きであ
る｣ という誤った情報を提供した裁判例[J-5]である｡
効果としては損害賠償が請求されている｡ 実質的な減額を求めるもの
も多い｡ 法的根拠としては､ さまざまなものが主張されている｡ 情報提
供義務違反を理由とした信義則違反および不法行為責任[J-1]､ 瑕疵担
保責任[J-2]､ [J-6]､ 不法行為責任[J-3]､ [J-4]､ 信義則上の付随義務違
反[J-5]､ [J-6]､ [J-7]である｡ 第三者の情報提供が問題となる場合には､
情報提供義務違反を不法行為とする構成[J-4]､ [J-8]が多い｡
② 保険契約
保険契約においては､ 免責条項や特約についての情報提供義務が問題
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となることが多い｡ 契約関係からの離脱よりも､ 契約関係の維持が強く
求められる契約類型であるといえる｡ 保険契約に関しては､ 六つの裁判
例をとりあげ､ 同様に四つの区分に着目して分析をする｡
[J-9]札幌地判昭和54年３月30日判時941号111頁
[J-10]浦和地判昭和55年10月15日判タ431号133頁
[J-11-1]東京地八王子支判平成２年５月25日判時1358号138頁､ 判タ746
号208頁
[J-11-2]東京高判平成３年６月６日判時1443号146頁､ 判タ767号236頁
[J-12-1]東京地判平成４年10月27日金商941号26頁
当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務 (１)──小笠原
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 自動車保険契約の締結の際に26歳未満不担保特約について説明がなされなかっ
た事例｡ 26歳未満不担保特約とは､ 26歳未満の者が事故を起こした場合には保
障の対象とならないという特約である｡ 本判決の評釈として､ 山下友信・ジュ
リ785号130頁(1983)がある｡
 生命保険つき提携ローン契約の締結の際に､ 融資の仕組みが十分に説明され
なかった事例｡ 本判決について､ 藤田寿夫・前掲(注11) 『表示責任と契約法理』
242～243頁では､ 情報提供義務違反と､ 請負契約の付随義務違反(融資契約の
ための代行事務の遅滞)を理由として､ ｢生命保険契約額が支払われたのと同様
の効果が信義則により認められたと思われる｣ とする｡
 自動車保険契約の２回目の更新の際に､ 26歳未満不担保特約について説明が
なされなかった事例｡ 本判決の評釈として､ 大澤康孝・平成２年度重要判例解
説(ジュリ臨増980号) 111頁(1991)､ 森田章・商事法務1346号45頁(1994)があ
る｡
 本判決の評釈として､ 石田満・平成３年度重要判例解説(ジュリ臨増1002号)
102頁(1992)､ 吉田直・金商895号44頁(1992)､ 藤田勝利・私法判例リマークス
1992(下)127頁､ 小野寺千世・ジュリ1056号152頁(1994)､ 石田満＝久保田光昭・
判時1461号225頁(1993)､ 石田満・商法(保険・海商)判例百選(第２版)22頁
(1993)､ 石田満・損害保険判例百選(第２版)20頁(1996)､ 山下典孝・金商1034
号69頁(1998)､ 梅津昭彦・東北大学法学57巻５号165頁(1993)がある｡
[J-12-2]東京高判平成７年４月28日判タ887号226頁､ 金商974号26頁
[J-13]函館地判平成12年３月30日判時1720号33頁､ 判タ1083号164頁
[J-14-1]大阪高判平成13年10月31日民集57巻11号2057頁
[J-14-2]最判平成15年12月９日民集57巻11号1887頁
保険契約の裁判例においても､ 保険契約の内容そのものについての情
報の提供が問題となっている裁判例がある｡ 生命保険つき提携ローンの
仕組み[J-10]､ ドライバー保険の内容[J-12]である｡ しかし､ それ以上
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 自動車運転者損害賠償責任保険 (ドライバー保険) 契約の締結の際に､ 同居
親族が所有する自動車を運転する場合には当該保険が適用されないことについ
て説明がなされなかった事例｡ 本判決の評釈として､ 吉田直・金商992号48頁
(1996)がある｡ なお､ 上告審である最判平成10年９月29日交通事故民事裁判判
例集31巻６号2024頁においても､ 高裁の判断が是認された｡ 上告審判決の評釈
として､ 小西義博・判タ臨増1033号204頁(2000)がある｡
 火災保険契約の締結の際に､ 地震免責条項および地震保険に関する説明に不
十分､ 不適切な点があった事例｡ この判決の評釈として､ 河上正二・平成12年
度重要判例解説(ジュリ臨増1202号)97頁(2001)､ 黒木松男・判時1737号195頁
(判評506号41頁)(2001)､ 出口正義・ジュリ1215号179頁(2002)､ 小林道生・損
害保険研究64巻２号97頁(2002)､ 木下孝治・私法判例リマークス2003(上)106
頁(2003)がある｡ なお､ 控訴審である札幌高判平成16年12月21日においても､
地裁の判断が是認された｡
 火災保険契約の締結の際に､ 地震免責条項および地震保険に関する説明に不
十分､ 不適切な点があった事例｡ 本判決の評釈として､ 笹本幸祐・判時1809号
193頁(判評530号31頁)(2003)､ 太田剛彦・平成14年度主要民事判例解説(判タ
臨増1125号)128頁､ 李芝妍・ジュリ1266号196頁(2004)がある｡ 笹本評釈は､
慰謝料構成は妥当でないとする｡
 本判決の調査官解説として､ 志田原信三・曹時58巻１号356頁(2006)があり､
主な評釈として､ 笠井修・ＮＢＬ795号68頁(2004)､ 黒木松男・判時1867号196
頁(判評549号34頁)(2004)､ 胡健芳・損害保険研究255号273頁(2004)､ 家本真
実・法と政治55巻３号568頁(2004)､ 山下典孝・私法判例リマークス2005(上)9
4頁､ 島田邦雄・判タ臨増1178号102頁(2005)､ 竹浜修・平成15年度重判(ジュ
リ臨増1269号)117頁､ 草野真人・平成16年度主要民事判例解説(判タ臨増1184
号)136頁(2005)がある｡
に､ 免責条項や特約などの保険契約に付随するものについての情報の提
供が問題となっている裁判例が多い｡ 26歳未満不担保特約の存在[J-9]､
[J-11]､ 地震免責条項[J-13]､ [J-14]である｡
効果としては､ さまざまなものが主張されている｡ 特約について情報
を提供すべき義務を怠ったとして､ 当該特約は契約内容に含まれないと
解釈したもの[J-9]､ 情報提供義務を怠ったことを理由として､ 相手方
の請求を信義則違反としたもの[J-10]､ 保険募集の取り締まりに関する
法律11項1項､ 16条１項１号に基づいて損害賠償請求をするもの[J-11]､
[J-12]､ 不法行為又は債務不履行に基づいて損害賠償請求をするもの[J-
13]､ 不法行為に基づく慰謝料を請求するもの[J-14]である｡
③ フランチャイズ契約
フランチャイズ契約についても裁判例は多い｡ フランチャイズ契約締
結過程における情報提供義務では､ 主に売上・収益予想についての情報
提供が問題となる｡ これらに関する裁判例のうち､ 代表的なものを四つ
挙げ､ 同様に四つの区分に着目して分析をする｡
[J-15]京都地判平成３年10月１日判時1413号102頁､ 判タ774号208頁
[J-16]東京地判平成５年11月29日判時1516頁92号､ 判タ874号212頁
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 現行の保険業法283条１項 (所属保険会社等の賠償責任)､ 300条１項１号(保
険契約の締結又は保険募集に関する禁止行為)にあたる｡
 パンの製造販売のフランチャイズ契約の締結の際に､ 需要予測について誤っ
た情報が提供された事例｡ 本判決の評釈として､ 山嵜進・ジュリ1004号84頁
(1992)､ 松本恒雄・私法判例リマークス1993(上)56頁(1993)､ 菊地博・朝日法
学論集12号207頁(1994)がある｡
 フランチャイズ契約に付随する賃貸借契約の締結の際に､ 賃料算定の基準と
なる最低売上保証条項の撤廃について誤った情報が提供された事例｡ 本判決の
評釈として､ 行澤一人・判時1531号187頁(1995)がある｡
[J-17]大阪地判平成７年８月25日判タ902号123頁､ 金商997号30頁
[J-18]名古屋地判平成10年３月18日判タ976号182頁
フランチャイズ契約の裁判例においては､ 提供すべき情報の内容が､
フランチャイズのシステムそのものに関する裁判例は少ない｡ むしろ､
当該フランチャイズ契約の投資価値に重大な影響を与える､ 売上・収益
性予測に関するものが多い ([J-15]､ [J-17]､ [J-18])｡ 他には､ 最低限
支払うべき賃料の計算根拠となる最低売上保証条項の撤廃についての情
報が問題となった[J-16]｡
紹介したすべての裁判例において､ 積極的に誤った情報が提供されて
いる｡
効果としては損害賠償が請求されている｡ 法的根拠としては､ さまざ
まなものが主張されている｡ 信義則上の保護義務違反による契約締結上
の過失を認め､ それを不法行為責任としたもの[J-15]､ 信義則上の保護
義務違反を理由とし､ 債務不履行責任としたもの[J-16]､ 契約締結上の
過失を理由としたもの[J-17]､ [J-18]である｡
④ 雇用契約
雇用契約においては､ 契約交渉過程において提示された給与や待遇に
ついての情報提供が問題となる｡ 代表的なものを二つ挙げ､ 同様に四つ
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 お好み焼き店のフランチャイズ契約の締結の際に､ 売上予測について誤った
情報が提供された事例｡ 本判決の評釈として､ 木村義和・法と政治(関西学院
大学)50巻２号193頁(1999)がある｡
 持ち帰り弁当販売店のフランチャイズ契約締結の際に､ 収益性予測について
不適切な情報が提供された事例｡ 本判決の評釈として､ 木村義和・法時72巻２
号85頁(2000)がある｡
の区分に着目して分析をする｡
[J-19]東京高判平成12年４月19日労判787号35頁
[J-20]大阪高判平成13年３月６日労判818号73頁
雇用契約の裁判例においては､ 提供すべき情報の内容については､ 給
与に関するもの[J-19]､ 雇用の実現や継続に関するもの[J-20]がある｡
効果としては､ 紹介した裁判例の双方において不法行為に基づく損害
賠償請求がなされている｡
２ 分析
裁判例の分析においては､ 認められた効果とその法的根拠を扱う｡ そ
の際に､ 認められた効果として､ 損害賠償・減額､ 契約履行､ 条項排除
に分類し､ その各々についての法的根拠を分析する｡
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 中途採用者について新卒同年次定期採用者の賃金格付けの下限に格付けると
いう運用基準を説明せず､ さらに応募者がその平均的給与と同様の給与待遇を
受けることができるものと信じかねない説明をした事例｡ 本判決の評釈として､
大内伸哉・民商124巻６号84頁(2001)､ 鎌田耕一 『労働判例百選[第七版]』
(2002)18頁がある｡
 雇用契約の前提となる委託契約が交渉段階であることについて情報提供がな
されなかった事例｡ 本判決の評釈として､ 鴨田哲郎・労働法律旬報1535号52頁
(2002)､ 山川隆一・ジュリ1229号196頁(2002)､ 小久保哲郎・季刊労働者の権
利243号67頁(2002)､ 小宮文人・法時75巻4号107頁(2002)がある｡ なお､ 原審
である大阪地判平成12年６月30日労判793号49頁においては､ 情報提供義務違
反による損害賠償請求はなされておらず､ これは控訴審において労働者らが予
備的請求として追加した｡ 原審の評釈として､ 小俣勝治・労働法律旬報1525号
40頁(2002)がある｡
① 損害賠償・減額型
損害賠償が求められた裁判例は､ [J-1]､ [J-2]､ [J-3]､ [J-4]､ [J-5]､
[J-6]､ [J-7]､ [J-8]､ [J-12]､ [J-13]､ [J-14]､ [J-15]､ [J-16]､ [J-17]､
[J-18]､ [J-19]､ [J-20]であり､ このうち実質は減額が求められている裁
判例は､ [J-1]､ [J-2]､ [J-3]､ [J-4]､ [J-5]､ [J-6]､ [J-7]である｡
情報提供義務が問題となっている裁判例において､ ほとんどの場合は
損害賠償が求められているといえる｡ その根拠はさまざまである｡ 一つ
の裁判例においても､ いくつもの根拠が主張されている｡
(a)瑕疵担保責任が根拠として主張されている裁判例
[J-2]､ [J-6]で主張された｡
[J-2]では､ 瑕疵担保責任に基づいて損害賠償が認められた｡ 近隣に
暴力団事務所が存在することは土地の隠れたる瑕疵に該当するとされて
損害賠償が認められた｡ 損害賠償額は､ 購入価格に減価率を掛けたもの
された｡ 暴力団事務所が付近に存在することの減価率は二割であるとの
鑑定の結果､ 土地代金9100万円の二割にあたる1820万円の支払いを売主
は命じられた｡ [J-6]では､ 値下げ販売がされるという隠れた瑕疵に基
づく担保責任による損害賠償義務は認められなかった｡
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 [J-1]の下森評釈においては､ 瑕疵担保責任によって解決すべきであるとさ
れている｡ つまり､ ｢容積率500パーセントのマンション｣ においては ｢日照・
通風の阻害｣ という ｢損害発生の原因は､ すでに契約締結前に存在していた､
つまり潜在的な瑕疵がすでに契約締結前にあり､ それが後に､ 隣地マンション
の建設によって顕在化したに過ぎない｣ とする (前掲(注18)89頁)｡ ただし､
裁判例においては瑕疵担保責任は主張されていない｡
(b)不法行為責任が根拠として主張されている裁判例
不法行為責任が根拠として主張されている裁判例は多い｡ 不法行為責
任が肯定された裁判例として､ [J-3]､ [J-4]､ [J-7]､ [J-8-1]､ [J-11-1]､
[J-12-1]､ [J-14-1]､ [J-19]､ [J-20]がある｡ 否定された裁判例として､
[J-1]､ [J-8-2]､ [J-11-2]､ [J-12-2]､ [J-13]､ [J-14-2]､ [J-15]がある｡
肯定された裁判例である[J-3]では､ 鑑定評価額の二倍程度の価格を
超える部分について､ 注意義務違反による不法行為に基づく損害賠償責
任が認められた｡ ただし､ 三割の過失相殺がなされた｡ 懈怠された情報
の内容については考慮されていず､ 二倍という数字も特に根拠はなさそ
うである｡ [J-4]では､ 誤情報提供と情報提供懈怠があり､ 不法行為責
任に基づき､ 売買代金等から転売価格等を差し引いた額が損害として認
められた｡ [J-7]では精神的苦痛に対する慰謝料及びこれと相当因果関
係のある弁護士費用が損害として認められた｡ [J-8-1]では､ 情報提供
義務違反の不法行為による責任を認めた｡ 損害としては､ 接道要件を満
たすために起こす訴えの提起や交渉の費用が認められた｡ つまり､ 接道
要件を満たすためにかかる費用が損害として認められた｡ [J-11-1] と[J-
12-1] では､ 保険法上の告知義務違反よる不法行為に基づく損害賠償が
認められた｡ [J-14-1]では､ 損害額は地震保険金相当額から保険料相
当額を控除した差額金の10分の１が損害として認められた｡ [J-19] で
は､ 情報提供懈怠､ 誤情報提供は､ 労働基準法15条1項に規定する労働
契約締結時の労働条件明示義務に違反し､ そして､ 雇用契約の締結過程
の信義則に違反することを理由として､ 不法行為に基づく慰謝料請求が
認められた｡ 慰謝料額は､ 100万円である(ただし､ 契約成立後の不利な
配置転換による精神的損害も含まれている)｡ [J-20] では､ ｢雇用の実
現､ 継続に関する客観的事情｣ について情報提供がされなかった事例に
おいて､ 情報提供義務違反による不法行為責任として､ 雇用されるはず
当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務 (１)──小笠原
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であった職場での賃金の４ヶ月から５ヶ月分が損害として認められた｡
否定された裁判例である､ [J-1]では他人所有の南側の土地に将来高
層建物が建てられることについて情報提供されなかったことを理由とし
て､ 信義則違反及び不法行為に基づく損害賠償として購入金額の10パー
セントないし36パーセントの金額が請求されたが､ そもそもそのような
事実についての情報提供義務はないとされた｡ [J-11-2]と[J-12-2]では､
告知義務違反がないとして損害賠償請求を認めなかった｡ [J-13]では､
不法行為又は債務不履行に基づく損害賠償責任を負担する場合があると
したが､ 当該事例においては義務違反がないとされた｡ [J-14-2] では､
一般論として､ 火災保険締結の際に､ 地震保険に関する事項について情
報提供義務が存在することは認めた｡ しかし､ 情報提供に不十分な部分
があったとしても､ 特段の事情がない限り､ 慰謝料請求権の発生を是認
しうる違法行為とはならないとした｡ 特段の事情の内容は､ 情報提供義
務違反の有無を判断する際に考慮されるものだと思われる｡ [J-15]では､
フランチャイジーが ｢契約締結上の過失｣ を主張したことに対して､
｢契約締結上の過失責任について｣ との見出しのもとに､ ｢契約締結にあ
たっての客観的な判断材料になる正確な情報を提供する信義則上の義務｣
がフランチャイザーにあるかを判断している｡ 保護義務による損害とし
て､ 店舗改装費用などの開業に伴う費用､ 慰謝料が認められたが､ 逸失
利益は認められなかった｡ フランチャイジーにも過失があるとして､ 七
割の過失相殺がなされた｡
(c)債務不履行責任が根拠として主張されている裁判例
債務不履行責任が肯定された裁判例として､ [J-5] [J-16]がある｡ 否
定された裁判例として､ [J-7]､ [J-13]がある｡
肯定された裁判例である[J-5]では､ 信義則上の付随義務違反に基づ
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く損害賠償請求が認められた｡ ｢売却時の価格減少分｣ としての損害賠
償請求については､ 転売目的でマンションを購入したものではなく､ ま
た､ マンションが真南を向いていることを前提として購入時の売買代金
の額が決められたのかどうかは明らかではないとして認められなかった｡
西日や結露による精神的苦痛の賠償として慰謝料が認められた｡ 損害賠
償としての価値減少損害は､ 実質的には代金減額と同様であると思われ
る｡ 転売目的で購入していたり､ 真南を向いていることを前提として売
買代金額が決められたことが明らかである場合には､ 価値減少分が認め
られる余地があると思われる｡ 価値減少分についての証明責任は買主側
にあるとされた｡ [J-16]では､ 保護義務違反による損害賠償として支
払った賃料と最低額に関する条項が撤廃された場合の賃料との差額が損
害として認められた｡
否定された裁判例である[J-7]では販売価格と値下げ後の分譲価格と
の差額相当額という実質的な減額は認められなかった｡ [J-13]では､ 不
法行為または債務不履行に基づく損害賠償責任を負担する場合があると
したが､ 当該事例においては義務違反がないとされた｡
当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務 (１)──小笠原
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 なお､ 情報提供義務が問題となった事例ではないが､ 隣地へのマンション建
設による風害が受忍限度を超えた場合は､ マンション建設が権利濫用として不
法行為にあたるとされた事例(大阪高判平成15年10月28日判時1856号108頁)にお
いて､ 転居後自宅を現実に売却した価格と風環境の変化がなかった場合の各不
動産の評価額の差額を基準として算出した価値減少分が損害として認められた｡
 金井説は､ 損害賠償の範囲について､ 店舗開業のために要した費用は､ 全額
損害として認定する ｢契約締結開業基準｣ と店舗営業が中止されるまでの期間
のための支出・費用(契約締結・店舗開業のための支出費用のうちの店舗営業
期間中の支出・費用)は､ 損害から控除する ｢経営破綻基準｣ があるとし､ [J-
15]では前者､ [J-18]では後者の基準が用いられているとする｡ 金井高志 ｢フラ
ンチャイズ契約締結過程における紛争の判例分析(5)｣ 判タ1071号86頁(2001)｡
これらの基準については､ 本節第二款１①(a)を参照｡
(d)契約締結の準備段階における信義則違反または契約締結上の過失が
根拠として主張されている裁判例
肯定された裁判例として [J-18]があり､ 否定された裁判例として[J-1]､
[J-6]､ [J-17]がある｡
肯定された裁判例である [J-18] では､ フランチャイザーが行った収
益性予測につき､ その計算方法はただちに不合理であるとまでは言えな
いが､ これに数値を当てはめる段階については疑問があるとし､ ｢契約
締結上の過失責任｣ との見出しの下に､ フランチャイザーの情報提供義
務として損害賠償義務を肯定した｡ 店舗賃貸の礼金､ 改装費などの開業
に伴う費用が損害として認められたが､ 開業後の赤字額は認められなかっ
た｡ フランチャイジーにも過失があるとして､ 二割の過失相殺がなされ
た｡
否定された裁判例である[J-1]では､ 情報提供義務がないとされた｡
[J-6]では購入代金に平均値下げ率を乗じた金員相当額が損害として主
張されていたが､ 情報提供義務の存在自体が認められなかった｡ [J-17]
では､ 判断を誤らせるような売上予想をした場合には情報提供義務違反
によりフランチャイザーは責任を負うが､ 本件では十分な調査と合理的
な根拠があるとして､ ｢契約締結上の過失｣ についての見出しの下でフ
ランチャイザーの情報提供義務違反を認めなかった｡
② 契約履行型
契約履行が問題となった裁判例は､ [J-8-1]､ [J-10]､ [J-13]､ [J-14]､
[J-19]､ [J-20]である｡ 損害賠償を通じて契約が履行されたのと同等の
地位が回復されたものも契約履行型に含む｡
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(a)不法行為責任が根拠として主張されている裁判例
[J-8-1]では不法行為による責任を認め､ 接道要件を満たすためにか
かる費用が損害として認められた｡ [J-20]では情報提供義務違反による
不法行為責任として､ 雇用されるはずであった職場での賃金の４ヶ月か
ら５ヶ月分が損害として認められた｡ 実際に雇用契約の継続が認められ
たわけではないが､ 金銭的には雇用契約が継続されたのと同等の地位が
回復されたといえる｡
(b)債務不履行責任が根拠として主張されている裁判例
[J-13]では契約者らは債務不履行責任(地震保険契約の成立を認め､
保険金の支払いを求めること)を求めていたが､ 本件では保険会社らの
情報提供義務違反はないとされた｡ [J-14]では､ 情報提供義務違反は認
められたが､ 債務不履行責任(地震保険契約の成立を認め､ 保険金の支
払いを求めること)までは認められなかった｡ [J-19]では情報提供義務
違反は認められたが､ 新卒同年次定期採用者の平均的格付けによる給与
を支給する旨の合意が本件雇用契約上成立していたとはいえないとされ､
平均的給与との差額の支払いまでは認められなかった｡
(c)情報提供者側の請求を信義則違反とする裁判例
[J-10]では､ 請負代金請求を信義則違反とすることにより､ 生命保険
額が支払われたのと同様の効果が認められた｡ 情報提供懈怠によって情
報提供義務違反が認められる場合に､ 履行利益が認められた裁判例とい
えよう｡
当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務 (１)──小笠原
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③ 条項排除型
条項排除が問題となった裁判例は､ [J-9]､ [J-11]､ [J-13]､ [J-14]､
[J-16]である｡
(a)不法行為責任が根拠として主張されている裁判例
[J-11-1]は､ 当該特約付きの保険契約の成立を認めた上で､ 保険法上
の情報提供義務違反に基づく不法行為による損害賠償責任を認め､ 情報
提供の相手方が被った損害(保険金支払額と同等額)の賠償を命じた｡ もっ
とも､ 情報提供の相手方にも過失があるとして､ 六割の過失相殺を行っ
た｡ この判決では条項の排除が認められたわけではないが､ 実質的には
条項が排除されたのと同様な効果が生じたといえる｡ [J-11-2]において
は､ ｢適切な情報提供がなされていたならば､ 保険料を増額して特約を
排除した｣ ということは､ 通常より厳しい情報提供義務が課されるよう
な ｢特段の事情｣ の有無があるかどうかの判断の際に用いられた｡ つま
り､ 損害賠償額の算定の段階ではなく､ 情報提供義務違反の有無の判断
の際に用いられた｡ [J-13]は契約申込者の地震保険加入の意思決定をし
うる機会を不当に奪ったと評価できる場合には､ 不法行為または債務不
履行に基づく賠償責任を保険会社は負担するとされたが､ 本件では義務
違反はないとされた｡ [J-14-1]では､ 慰謝料として地震保険金相当額か
ら保険料相当額を控除した差額金の10分の１の金額の支払いが認められ
た｡ つまり､ 地震保険契約が成立していた状態を基準として慰謝料額が
算定されたといえよう｡
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(b)債務不履行責任が根拠として主張されている裁判例
[J-13]は契約申込者の地震保険加入の意思決定をしうる機会を不当に
奪ったと評価できる場合には､ 不法行為または債務不履行に基づく賠償
責任を保険会社は負担するとされたが､ 本件では義務違反はないとされ
た｡ [J-16]では､ 保護義務に違反による損害として､ 開業に伴う費用等
は認められなかったが､ 賃料の最低保証が撤廃されなかったことによる
賃料差額が認められた｡ つまり､ 賃料の最低保証条項が撤廃されたのと
同じ状態が回復されたといえよう｡
(c)契約解釈による裁判例
[J-9]では､ 情報提供が全くなされていなかったため､ 当該特約につ
いては合意がなかったと認定し､ 当該特約の無い保険契約が成立したと
認定した｡ そして､ 当該保険契約上の債務の履行として､ 保険金の支払
いが命じられた｡
第二款 学説
次に本款では日本の学説を紹介する｡ その際に､ 効果として主に損害
賠償に関して論じている説と主に契約履行に関して論じている説とに分
ける｡ 損害賠償型の説と契約履行型の説とも､ 契約締結上の過失理論を
重視する度合いに応じて順に紹介する｡ 日本の学説の検討の際にも､ 情
報提供義務違反の効果による区分､ 情報提供の対象による区分､ 情報提
供の態様による区分､ 情報提供義務を検討する際に関連する個々の様々
な従来の法制度による区分という四つの区分に着目する｡
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１ 紹介
①主に損害賠償を論じる学説
(a)金井高志説
金井弁護士は､ フランチャイズ契約に関する問題を扱った一連の論考
の中で､ 契約締結過程における情報提供義務に関して論じている｡ 情
報提供義務を付随義務の一つである保護義務の具体化としてとらえ､
さらに､ 情報提供義務を ｢消極的｣ 情報提供義務と ｢積極的｣ 情報提供
義務に分類して､ 各々義務の存在要件が異なっているとする｡ また､
情報提供義務違反は契約締結上の過失責任を構成し､ 損害賠償の範囲は
民法416条の類推適用で画定すべきとする｡ 損害賠償の範囲に関して､
相当因果関係の有無については義務が向けられている方向により ｢締
結開業基準｣ と ｢経営破綻基準｣ がとられるとしている｡
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 金井高志 『フランチャイズ裁判例の理論分析』 (2005)｡
 金井・前掲(注45)24頁､ 同 ｢フランチャイズ契約締結過程における紛争の判
例分析(2)｣ 判タ1061号28頁(2001)｡
 金井説は ｢積極的情報開示提供義務｣ と ｢消極的情報開示提供義務｣ という
用語を用いている｡ 金井説は ｢情報開示提供義務｣ は契約自由の実質的保障の
ため知識・情報力において優位に立つ当事者に課される義務としていて､ これ
は本稿における ｢情報提供義務｣ と同様であるので､ 本稿においては ｢情報提
供義務｣ という用語で統一する(金井・前掲(注45)26頁､ 同 ｢フランチャイズ
契約締結過程における紛争の判例分析(1)｣ 判タ1059号11頁(2001)参照)｡
 金井・前掲(注47)10頁､ 同 ｢フランチャイズ契約締結過程における紛争の判
例分析(4)｣ 判タ1067号111頁(2001)｡
 金井・前掲(注9)74頁､ 同・前掲(注44)85頁｡
 義務が向けられている方向によって情報提供義務を分類する主張については､
本款１①(d)の横山説を参照｡
 金井・前掲(注48)86頁｡
(b)円谷峻説
円谷教授は､ 契約締結上の過失理論を規範化する必要はないとする｡
契約締結上の過失理論は契約締結の際に生じる種々の責任問題の ｢見出
し｣ 程度のものであり､ これらの問題に適用する法理は個別的に変わる
とする｡ 契約が有効に成立したが､ 情報提供義務違反があった場合の
効果について､ 情報提供の内容が保証と評価される場合には､ 後に成立
する契約上の本質的な責任を導くとする｡ 保証と評価されない場合に
は､ 故意に不適切な情報提供を行った場合には不法行為責任となり､
過失の場合には ｢給付期待が裏切られ､ そのために説明を信頼して相手
方が被った損失｣ が損害となるとする｡ また､ 瑕疵担保責任の拡張に
は懐疑的である｡
(c)潮見佳男説
潮見教授は､ 契約締結上の過失理論は日本においては不要であり､ 契
約準備交渉段階での過失ある行為を当事者に帰責する規範は個別的に論
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 円谷・前掲(注11)29頁､ 106頁以下｡
 円谷・前掲(注11)265頁｡ 判例の中には交渉中の説明や保証を売買契約とは
別個独立の契約(独立担保契約)が成立したと解するものもあるとし､ 最判昭和
56年４月９日判タ442号102頁を挙げている｡ しかし､ この問題はしばしば瑕疵
担保責任の観点から論じられているとする(同26頁)｡
 円谷・前掲(注11)271頁｡
 円谷・前掲(注11)271頁｡ 円谷説はハンス・シュトルの見解に依拠している｡
ハンス・シュトルの見解については第三章第三節を参照｡
 大判昭和８年１月14日民集12巻71頁において､ 目的物の通常の用途に適しな
い瑕疵(客観的瑕疵概念)のみを瑕疵と言うのではなく､ 当事者が保証した性能
を欠く場合も瑕疵があるとした(主観的瑕疵概念)｡ しかし､ 円谷説はこのよう
な主観的瑕疵概念を認めることを疑問視している(円谷・前掲(注11)27頁)｡
じるべきだとする｡ 情報提供義務とは ｢表意者の意思決定の基盤とな
る情報環境を整備する責任｣ であり､ 当事者間に信認関係がある場合に
は､ 情報提供義務とは別に助言義務が生じるとする｡ この ｢自己決定
保護のための情報提供義務｣ の効果としては ｢原状回復的損害賠償｣ と
されているが､ これは合意の瑕疵､ 公序良俗規範､ 契約の一部無効の
理論が整備されるまでの過渡的な方法であるという｡ ｢自己決定保護
のための情報提供義務｣ ではない､ ｢給付の期待の挫折に向けられた行
為義務｣ については､ この義務を ｢先行行為的履行過程｣ ととらえ､ 契
約責任の準則によって処理されるとする｡
(d)横山美夏説
横山教授は､ 情報提供義務に関する議論に際して､ 契約締結上の過失
理論についてはほとんど触れていない｡ 情報提供義務は契約自由の実質
的保障のために情報力の優位者に課される義務であるが､ 事業者と当事
者とが行う取引においては､ 信頼を保護するための事業者の義務と考え
られるとしている｡ 情報提供義務が契約の成立に向けられている場合
には､ 合意の瑕疵が認められる場合には契約解消を導き､ そうでない場
合には不法行為に基づく賠償が認められるとする｡ また､ 契約の履行に
向けられている場合には､ 債務不履行責任が認められ､ 相手方の不当表
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 潮見・前掲(注7)539頁｡
 潮見・前掲(注7)577頁以下｡ 同 ｢説明義務・情報提供義務と自己決定｣ 判タ
臨増1178号９頁以下(2005)｡
 潮見・前掲(注11)９頁､ 同・前掲(注7)579頁｡
 潮見・前掲(注7)580頁｡
 潮見・前掲(注7)582頁｡
 横山・前掲(注1)130頁､ 同・前掲(注13)571頁､ 同 ｢説明義務と専門性｣ 判
タ臨増1178号19頁(2005)｡
示を信頼してかつ表示内容を実現できるときには権利外観法理類似の考
え方により現実履行が認められるとする｡
② 主として契約履行を論じる学説
(a)藤田寿夫説
藤田教授は表示責任を論じる中で､ 情報提供義務についても扱ってい
る｡ 表示責任は個人の自由な自己決定を補完するものである｡ 契約締
結過程で契約内容となっていない給付期待を生ぜしめる表示については､
契約締結上の過失によって処理されるとする｡ この際に表示と情報提供
をほぼ同様なものとして捉え､ 情報提供義務の機能については､ ｢自
己決定基盤確保｣ と ｢弱者保護｣ があり､ 事例ごとに分かれるとする｡
表示への信頼に契約類似の保護を与え､ あるいは､ 不法行為責任も含め
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 横山・前掲(注1)130頁以下｡ たとえば､ コンピューターソフトの売買契約につ
き､ 勧誘に際してトラブル時には即日社員が派遣される旨売主が述べ､ 買主がそ
れを信頼して契約を締結した場合には､ 当該表示内容は契約上の債務を構成する
という｡ ただし､ 契約の履行に関する情報提供義務､ さらには契約の成立に関す
る情報提供義務について､ 契約締結過程における誇大表現などの不当表示を､ 契
約内容に取り込むことができるのかどうかは今後の課題であるとしている｡
 藤田・前掲(注11)205頁｡
 藤田・前掲(注11)219頁では､ ｢表示もしくは説明義務｣ というように､ 表示と
説明義務(本稿における情報提供義務)を同様なものととらえている｡ さらに233頁
でも､ ｢このような(筆者注 契約締結上の過失責任が問題となるような)表示ある
いは説明義務による財産的損害を問題とする信頼責任・表示責任においては､ ・・・
表示を信頼して財産処分した被害者の損害が問題となっており､ 表示への正当な
信頼の保護が責任根拠となる｣ とし､ 表示と情報提供義務を同視している｡
 藤田・前掲(注11)243～244頁｡ 各々の事例についての具体的な法的効果につい
ても論じられていない｡
た賠償責任を認めている｡
(b)上田誠一郎説
上田教授は､ 不明確条項解釈準則と隣接する法制度として､ 契約締結
上の過失による契約調整を､ ドイツ法を参照して論じている｡ 契約締
結上の過失の効果として契約調整が認められうる場合の具体的効果につ
いては､ 対価変更型､ 現実履行型､ 契約条件変更型があるとする｡ し
かし､ この全てについて､ 日本法においては独自の制度として認める意
義はないとする｡ 対価変更型において契約締結上の過失の場合に履行責
任が認められる説をとれば､ 契約調整は不必要である｡ 現実履行型､
契約条件変更型については､ 契約解釈をつくした結果として契約内容と
認められなかったものを過失原理に基づき契約内容としてしまうことに
なるので､ 契約調整は認められないとする｡ 不明瞭解釈基準こそが契
約解釈の枠内での処理の限界となるとする｡
(c)笠井修説
笠井教授は, 保証は過失と並ぶ帰責要素であり､ 保証概念は履行次元
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(
七
七)
 藤田・前掲(注11)266頁｡
 上田誠一郎 『契約解釈の限界と不明確条項解釈準則』 (2003)｡
 上田・前掲(注68)219頁､ 226頁｡ ドイツ法においては､ 原状回復主義が原則な
ので､ その性質上､ 対価関係以外の契約条件の現実の変更も認められうる｡ 契約
条件変更型を明示的に認めたドイツの学説としてGrigoleit, Vorvertragliche
Informationshaftung : Vorsatzdogma, Rechtsfolgen, Schranken, 1997 ,
S.198を挙げている｡
 上田・前掲(注68)226～229頁
 上田・前掲(注68)235頁
 上田・前掲(注68)236頁
の保証と救済次元の保証に分けられるとする｡ 履行次元の保証では性
質保証が問題となり､ 瑕疵をあるべき性質に欠けることとらえれば､ 瑕
疵の範囲を拡大するものとして性質保証をとらえることができるとする｡
履行次元の保証の発生自体は帰責事由の問題とは無関係であるが､ 不履
行は過失責任主義に服する可能性があるとする｡
２ 分析
情報提供義務違反の効果によって損害賠償型と契約履行型に区分して
学説を紹介した｡ 次に､ ①情報提供の対象による区分､ ②情報提供の態
様による区分､ ③情報提供義務を検討する際に関連する個々の様々な従
来の法制度による区分に着目して分析を加える｡
① 情報提供の対象による区分
(a)情報提供義務の向けられた方向による効果の違い
横山説は､ 情報提供義務の中には①契約の成立に向けられたものと､
②契約の履行に向けられたものがあるという｡ そして義務の向けられた
方向によって､ 情報提供義務違反の効果の拠りどころとなる制度と効果
が異なるという｡ すなわち､ ①情報提供義務が契約の成立に向けられて
いて､ 合意の瑕疵が認められる場合には詐欺・錯誤､ あるいはそれらの
拡張によって､ 契約解消が導かれ､ 合意の瑕疵が認められない場合には､
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(
七
六)
 笠井修 『保証責任と契約法理論』 (1999)４頁｡
 笠井・前掲(注73)６頁｡
 笠井・前掲(注73)６頁｡
不法行為に基づく損害賠償のみが認められるとする｡ これに対し､ ②情
報提供義務が契約の履行に向けられている場合には債務不履行責任が認
められ､ さらに相手方の不当表示を信頼してかつ表示内容を実現できる
場合には､ 現実履行が認められるとする｡ 横山説は､ ①は情報提供義務
違反を契約締結上の過失ととらえ､ 契約の締結自体を損害とする説(本
田説)と関連があり､ ②は情報提供義務は契約目的に適合した給付結果
の保持という利益状態を確保するための規範群に属するとする説(潮見
説)と関連があるという｡
潮見説はこの区分を､ 情報提供義務理論を用いる範囲画定において用
いている｡ すなわち､ ①契約の成立に向けられた自己決定保護のための
情報提供義務の効果として､ 現在は ｢原状回復的損害賠償｣ が導かれて
いるが､ これは過渡的な手段であり､ 本来は合意の瑕疵､ 公序良俗規定
によって処理されるべきであるとする｡ これに対し､ ②契約の履行に向
けられている場合には､ この義務を ｢先行的履行過程｣ と捉え､ 契約責
任の準則によって処理されるとする｡ つまり､ ②の場合には情報提供義
務は問題とならないとする｡
金井説はこの区分を､ 契約締結上の過失責任に基づく賠償の範囲の画
定の際に用いる｡ すなわち､ 契約締結上の過失の損害賠償については民
法416条が類推適用され､ その際の相当因果関係の確定の際に､ ①情報
提供義務が契約の成立に向けられている場合には､ ｢契約を締結したこ
と｣ との因果関係が問題となり､ ②契約の履行に向けられている場合に
は､ ｢経営が破綻したこと｣ との因果関係が問題となるとする｡
これらの主張の違いは､ 契約責任が及ぶ範囲の画定と契約締結上の過
失の範囲についての認識の違いから来ていると思われる｡ 横山説と潮見
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(
七
五)
 横山・前掲(注1)131頁｡
説は債務の範囲を広く捉えている｡ 情報提供義務が契約の履行に向けら
れている場合には､ この行為義務は成立した契約で実現されようとした
利益ならびに契約目的との関連性を有する点で､ 契約締結後の履行過程
で課される各種の行為義務と共通性を有するとする｡ したがって､ 履行
過程の展開の中での事態の推移に即して､ 具体的内容として契約規範に
取り込まれるとする｡ このことより､ 契約交渉過程の問題については
契約締結上の過失理論を特に用いずに処理されることとなる｡
これに対して金井説は債務の範囲を狭く捉え､ 契約締結過程の問題に
ついては契約責任では処理できないとしているのであろう｡ しかしなが
ら､ 契約締結過程の問題について不法行為責任で処理するのは不都合な
場合もあるので､ 契約締結上の過失理論を用いて､ 契約締結過程におい
て生じた保護義務違反の効果として契約類似の責任が導かれるとしてい
るのであろう｡
当事者が望まなかった契約の適正化と情報提供義務 (１)──小笠原
37
(
七
四)
 潮見・前掲(注7)583頁｡ 潮見説は､ 債務の構造について次のように考えてい
る｡ すなわち､ 債務とは､ 債権関係において､ 債権者に対して一定の利益を獲
得させるための規範的拘束を受けた債務者の地位であり､ 債務概念自体にはこ
れ以上の意味はない｡ たとえば契約の場合には､ 契約締結時においては契約規
範の外延が確定されたにすぎない｡ 規範的拘束を受けた地位は債権者利益(契
約利益)から導かれ､ この債権者利益(契約利益)は解釈ならびに法規の適用を
通じて確定されるとする｡
契約の場合､ 債務の具体的内容については､ 履行過程の展開の中で､ 当該契
約において予定された基準に従い､ あるいは信義則の助力により､ 事態の推移
に即してはじめて確定される場合が少なくないとする(潮見・前掲(注７)23頁)｡
(b) その他の分類
藤田説は､ 契約締結上の過失の契約有効型についてはさらに､ (a)契
約内容にならない給付期待を保護するものと(b)劣弱な当事者の一般的
給付期待を保護するものと分類する｡ (a)の場合は債務不履行または
担保責任との関連が問題となり､ (b)の場合に関連する制度については
特に述べられていない｡ 藤田説は､ 情報提供義務が問題となる事情と
して､ ①契約締結時に不確定的に存在していた履行不能を生じさせる事
情､ ②契約内容となり債務不履行責任あるいは瑕疵担保責任の問題とな
る目的物の性状以外の､ 契約目的物に関する事情､ ③契約条件､ 取引危
険､ 費用負担の情報提供義務､ ④専門家の情報提供義務があるとす
る｡
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(
七
三)
 藤田・前掲(注11) 208～213頁｡ ここでは､ Hans Stoll, in ; Festschr. f.
Ernst von Caemmerer, 1978, S.460-474が引用されている｡ (a)については､
一方当事者の重要事項を開示しなかった場合､ 事実と合致しない誤った説明を
したり相手方の欺罔を生ぜしめるような状況を作出した場合､ 一方当事者の特
別な専門知識を相手方が信頼する場合､ 継続的契約関係の締結の場合､ 相手方
が契約の重要事項について悪意である場合に分類している｡ 第一分類は本稿に
おける情報提供懈怠､ 第二分類は誤情報提供といえる｡ 詳細については第四章
参照｡
(b)については､ 専門知識・経験等により当事者間に交渉能力に関して著し
い差がある場合に､ 取引上有利な地位にある当事者に､ 契約締結に際して配慮
的援助を要求し､ 劣弱な当事者の不合理な決定を利用させないようにする機能
が認められるような情報提供義務の場合､ 劣弱な当事者の一般的給付期待が保
護されるとする｡
 藤田・前掲(注11)243～244頁｡ 各々の事例についての具体的な法的効果につ
いても論じられていない｡
 藤田・前掲(注11)241頁では ｢契約危険｣ と言い換えられている｡ フランチャ
イザーの需要予測､ 生命保険付き提携ローンなど｡
 藤田・前掲(注11)240頁｡ ①②③は情報提供義務の対象(客体)に関する事情､
④は情報提供義務者(主体)に関する事情である言える｡
② 情報提供の態様による区分
(a)消極的情報提供義務と積極的情報提供義務
金井説は､ 信義則上の一般的情報提供義務の内容として､ 消極的情報
提供義務と積極的情報提供義務があるとする｡ 前者は常に存在するが､
後者は常に存在するとは限らず､ 契約交渉当事者間の法律や経営につい
ての知識・情報力の格差によって存在するか否かが異なるとする｡ 金
井説は､ 狭義の付随義務と保護義務の理論上の位置づけの問題と､ それ
らの義務の一環としての情報提供義務の内容として具体的にどのような
行為(作為・不作為)義務が発生するかの問題は別問題であるとする｡
金井説は､ 信義則に基づく積極的情報提供義務が､ ある個別情報につい
て存在する場合には情報の不開示・不提供は義務違反となり､ 同時に保
護義務違反の問題としてもとらえることができるとする｡ これに対して､
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(
七
二)
 金井・前掲(注47)10頁､ 同 ｢フランチャイズ契約締結過程における紛争の判
例分析(4)｣ 判タ1067号111頁(2001)｡ 消極的情報提供義務とは､ 誤った情報を
提供しない､ また､ 何らかの情報を提供した場合には､ その内容が虚偽ではな
いとしても､ その内容について相手方に誤解が生じている場合にはその誤解を
なくすようにしなければならないというものである｡ 積極的情報提供義務とは､
主観的には相手方の意思決定に重要な事実､ また､ 客観的には目的たる行為と
の内部的関連に立つ重要な事実についての情報を提供しなければならないとい
うものである｡
 金井・前掲(注47)11頁｡
 金井・前掲(注45)10頁｡ 消極的情報提供義務と積極的情報提供義務という分
類は､ 保護利益を基準とした義務の分類・位置づけの問題ではなく､ 債務者が
なすべき行為に着目した義務の分類であり､ いかなる利益が侵害されたかどう
かは問題とされないからである｡ ただし､ 他の記述によると､ 金井説は情報提
供義務を保護義務の内容と考えているようである(金井・前掲(注44)28頁参照)｡
積極的情報提供義務が､ ある個別情報について存在しない場合には情報
の不開示・不提供は義務違反にならないが､ そのような情報を提供する
場合に不適切な情報を開示・提供すると､ 保護義務違反の問題としてと
らえることができるとする｡ 金井説は､ 情報提供義務違反は契約締結上
の過失責任を構成するとし､ 契約締結上の過失責任における損害賠償の
範囲については民法415条の債務不履行の中で処理し､ 信頼利益､ 履行
利益で責任範囲を限定しないで､ 民法416条により画定するのが適切で
あるとする｡ これは､ 契約締結の際の行為に損害の原因を有する場合の
法律構成を不法行為と考えた場合にも､ 要件や証明責任で違いはあるが､
損害賠償の範囲の画定について違いはないという｡
(b)詐欺的説明と過失による説明不足または誤った説明
円谷説は､ 情報提供義務違反は本質的に本来的な給付義務に関係なく､
債務不履行責任を導かないが､ 情報提供が保証と評価される場合や､ 不
十分な情報提供や助言の欠如により債務不履行責任が生じると評価すべ
き場合には､ 例外的に後に成立する契約上の本来的な責任を導くとす
る｡ 後に成立する契約上の本来的な責任を導かないような情報提供義
務については､ 詐欺的な説明と､ 過失による説明不足または間違った説
明を区別して考えている｡
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(
七
一)
 円谷・前掲(注11)265頁｡
 円谷・前掲(注11)271頁｡ 詐欺的な説明の場合の効果については契約の取消
と損害賠償が認められるとする｡ 根拠条文は､ 契約の取消は詐欺規定(民法96
条)､ 損害賠償は不法行為規定(民法709条)とする｡ 過失による場合については､
給付期待が裏切られ､ そのために説明を信頼した相手方が被った損失が損害で
あるとする｡
③ 関連する個々の従来の法制度
(a)情報提供義務違反の法的根拠
契約締結の際の行為に損害の原因を認める場合の法律構成として､ 次
の３つに分類できる｡ ①特殊な契約締結上の過失責任を認め一種の契約
責任と構成する説であり､ 金井説が主張している｡ ②契約締結上の過失
理論を持ち出さず不法行為法で処理する説である｡ ③それぞれの事件
の具体的事情に応じて､ もっとも適切な法理が利用されるべきとする説
であり､ 円谷説が主張している｡ この際に円谷説は､ 契約締結前の適
切な情報の提供義務については､ 契約が有効に成立した場合には､ 情報
提供義務を当該契約の債務内容そのものであると考え､ 当該契約の債務
不履行により処理すれば足りるとする｡
(b)契約締結上の過失の事例の分類
契約締結上の過失責任の分類として､ ①契約が締結されたが原始的不
能で無効とされた場合(無効型)､ ②契約締結のための交渉がなされたが
契約締結までに至らなかった場合(契約交渉破棄型)､ ③契約が有効に締
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(
七
〇)
 平野・前掲(注9)62頁､ 72頁｡
 円谷峻 『契約の成立と責任(第2版)』 (1988)33～34頁｡
 円谷・前掲(注88)220,223～235頁｡ 他､ 後藤巻則 ｢不当表示と情報提供者の
責任｣ 森泉章＝池田真朗編 『消費者保護の法律問題』 (1994)301頁､ 高田淳
｢フランチャイズ契約の特質｣ 好美清光先生古稀記念論文集刊行委員会編 『現
代契約法の展開』 (2000)399､ 400頁でも同様の主張がなされている｡
結された場合(有効型)の三分類があるというのは共通の見解である｡
他に第四の分類として､ 契約の交渉に際して身体への積極的加害があっ
た場合(加害型)や､ 交渉当事者でない第三者の表示による場合をあげ
るものもある｡ しかし第四の分類は､ 不法行為法の成立要件が限定的
なドイツ法では契約締結上の過失の類型の一つとして挙げられるが､ 日
本法においては不法行為責任で解決すれば十分であろう｡ 情報提供義務
と関連するのは第三の分類であるということも共通の見解である｡
(c)契約締結上の過失の捉え方
主として損害賠償を論じている学説においては､ 金井説は契約締結過
程の情報提供が問題となる事例についてはすべて契約締結上の過失理論
に基づいて解決する方法をとっている｡ 円谷説は､ 契約締結上の過失理
論は契約締結の際に生じる種々の責任問題を総括する ｢見出し｣ 程度の
意味はあるが､ 解決の際には個別的に適用法理は異なるとする｡ 潮見説
は契約締結上の過失理論は日本においては不要であり､ 円谷説同様､ 帰
責する規範は個別的に論じるべきだとする｡ 横山説は､ 契約締結上の過
失理論についてはほとんど触れていない｡
主として契約履行を論じている学説においては､ 契約締結過程の情報
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(
六
九)
 有効型については論者によって表現は異なっている｡ 円谷説は ｢望ましくな
い契約からの保護｣､ 潮見説は ｢不当表示事例｣ と表現している｡
 本田純一 ｢『契約締結上の過失』 理論について｣ 現代契約法大系第一巻(1983)
193頁以下､ 同 『契約規範の成立と範囲』 (1999)59～62頁､ 平野裕之 ｢いわゆ
る 『契約締結上の過失』 について｣ 法律論叢61巻６号(1989)62頁､ 金井・前掲
(注9)46頁｡
 藤田・前掲(注11)では､ 第三者の表示が契約締結上の過失の一類型として挙
げられているが､ 批判的に検討されている｡
提供が問題となる事例についてはすべて契約締結上の過失理論に基づい
て解決する方法をとっている｡ 上田説は､ 対価変更型が効果として認め
られるような場合には､ 契約締結上の過失理論を用いて解決する方法を
とっている｡ 笠井説は情報提供が問題となる事例については直接ふれて
いなく､ 契約締結上の過失理論についても全く触れていない｡ 情報提供
義務が問題となりそうな事例についても､ 情報提供義務を媒介とせずに､
｢不十分・不適切な説明という事実による意思決定侵害(人格権侵害)を
判断の対象としたものである｣ と理解している｡ しかし､ ｢提供される
べき情報｣ や ｢情報提供者側｣ など､ その他の記述においては､ 情報提
供義務が存在することを前提としているように思われる｡
(d)契約締結上の過失責任以外の解決法
金井説は情報提供義務違反の効果としては原則として契約締結上の過
失に基づく責任となるが､ 例外的には他の法理で解決される場合もある
とする｡ 第一は､ 詐欺及び錯誤が認められる場合であり､ 第二は損害
担保・保証が認められる場合である｡
上田説は不適切な情報提供に対する信頼を保護するには､ 法律行為制
度の構造上二つの方向があるとする｡ ひとつは､ ①契約の解釈の枠内で､
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 契約締結時においてすでに存在する事実や契約内容について誤った説明がな
されるなどの行為がある場合には､ 詐欺・詐欺的行為があるとして不法行為が
成立する可能性があるとする(金井高志 ｢フランチャイズ契約締結過程におけ
る紛争の判例分析(6)｣ 判タ1074号79頁(2002))｡
 表見代理の法理等により損害担保・保証契約につき責任を負わなければなら
ないときがあるとする(金井・前掲(注48)112頁)｡ ただし､ 本来詳細な取り決
めが必要とされる損害担保・保証契約については､ 口頭の約束だけでは契約内
容が確定できないため､ そのような契約は不成立になると考えていると思われ
る｡
その広告や説明などにより(あるいは適切な説明がなかったことにより)
惹起された信頼の内容を契約内容に評価する方向である｡ この場合の効
果として(a)契約履行､ (b)債務履行に基づく契約解除ないし損害賠償､
(c)瑕疵担保責任に基づく契約解除ないし損害賠償が考えられるとする｡
②もうひとつは､ ①が認められずに､ 錯誤ないし詐欺を理由に､ 契約の
拘束から解放するという方向である｡ 契約締結上の過失の効果として
契約調整が問題となるのは②の段階､ つまり､ 当事者の信頼の内容が契
約の内容にならずに､ ｢契約の解釈により契約が当該当事者の理解とは
異なる内容で成立したと評価されたことを前提とする｣ としている｡
上田説は契約締結上の過失責任を基礎付ける誤った情報の提供や情報提
供義務違反の事実などは､ 契約解釈の段階で評価の対象とされるべきで
あるとする｡ 契約解釈の枠内で処理できないものについては､ ｢契約
締結上の過失に基づく損害賠償と錯誤による契約無効との当事者の選択
による組み合わせ｣ が効果として認められるとする｡ この場合に現実履
行型契約調整と契約条件変更型契約調整を求める法的需要については､
和解など再度の法律行為を通じて解決する方が適切であるとする｡
笠井説は､ 保証責任と表示責任の関係について､ 藤田説は ｢瑕疵担保
責任に関するいわゆる新説の立場にたち､ 表示責任の観点から性質保証
を一つの帰責要素とみる主張｣ とする｡ そして､ 表示責任と情報提供者
の責任について､ 表示事項が契約内容になるか否かにより責任根拠およ
び効果は異なるとしても､ 性質保証と情報提供者責任の要件上の類似性
から､ 統一された表示責任との構成の可能性が浮かびあがってくるとし
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 上田・前掲(注68)232頁｡
 上田・前掲(注68)233頁｡
 上田・前掲(注68)233～234頁｡
 上田・前掲(注68)37頁｡
ている｡ また､ 情報提供義務違反を契約上の義務違反ととらえるので
はなく､ 不十分・不適切な説明という事実による意思決定侵害(人格権
侵害)としてとらえて精神的損害を考慮するのが適切であるとす
る｡
第三節 本章のまとめと視点の提示
第一款 裁判例
日本の裁判例は､ 不動産売買のように､ 契約の目的が物の場合には､
契約の目的に関する情報についての提供義務違反の効果としては､ 損害
賠償を媒介とした実質的な減額が争われていることがわかる｡ 保険契約・
フランチャイズ契約・雇用契約のように､ 契約の目的がサービスなど物
以外の場合には､ 契約の目的に関する情報についての義務違反の効果と
しては､ 契約履行や条項排除が争われていることがわかる｡ 情報提供の
対象が契約の目的に関するものの場合には､ 瑕疵担保責任と密接に関わっ
てくる｡ 契約の目的の周辺事情に関する情報についての提供義務違反の
効果としても､ 契約の目的が物の場合には減額が問題となり､ 物以外の
場合には契約履行や条項排除が争われている｡ ほとんどの裁判例におい
て､ 必要な情報を提供しなかったことが問題となっており､ さらに一部
の裁判例においては､ 誤った情報を提供したことが問題となっている｡
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 笠井・前掲(注73)8頁｡
 笠井・前掲(注34)69頁｡ これについて､ これは募取法16条１項１号の重要事
項の説明義務がまったく問題とならないことを意味することではなく､ 地震保
険確認欄等の記載によって説明義務を履行していることを前提としているとも
解することができるという意見もある(山下・前掲(注34)97頁)｡
契約履行が争われた裁判例においては､ 契約履行そのものはいずれも
認められていない｡ 情報提供義務違反が認められても､ 精神的損害の賠
償が認められる程度である｡ 不法行為に基づく損害賠償として､ 契約が
履行されたのと同等の経済的地位が回復された裁判例がある｡ 条項排除
が争われた裁判例においては､ 契約解釈によって条項排除が認められた
もの､ 信義則に基づき情報提供義務者の権利行使を制限することにより､
あるいは､ 損害賠償を通じて条項排除が認められたと同様の経済的地位
が回復されたものがある｡
第二款 学説
契約締結上の過失の事例の分類として､ 無効型､ 契約交渉破棄型､ 有
効型と三分類があるのは共通の見解である｡ 情報提供義務違反は有効型
に属する｡ しかしながら､ 契約締結上の過失概念自体を疑問視する見解
もある｡ 主として損害賠償を論じる学説においても､ 主として契約履行
を論じる学説においても､ 契約締結上の過失概念を情報提供義務と密接
に関連付けるものから､ ほとんど関連づけない見解までがある｡
確かに､ 契約締結過程の際に生じる種々の責任問題について､ 契約締
結上の過失概念の下で統一的､ 包括的に､ 要件・効果を導き出すことは
困難であり､ 有益ではないであろう｡ しかしながら､ 類型化された事例
ごとに要件･効果を考え､ それらを統括する概念として契約締結上の過
失を用いることもできると考えられる｡
情報提供義務の分類の方法 (対象による分類､ 態様による分類) がい
くつかあり､ その各々の分類方法により利用される従来の法制度や情報
提供義務の効果が異なっている｡
情報提供義務は義務が向けられた方向によって､ ①契約の成立に向け
られたものと､ ②契約の履行に向けられたものとに分けることができる｡
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契約責任が及ぶ範囲を広く捉える見解においては､ 情報提供義務が契約
の履行に向けられている場合には､ この行為義務は成立した契約で実現
されようとした利益ならびに契約目的との関連性を有する点で､ 契約締
結後の履行過程で課される各種の行為義務と共通性を有するとする｡ し
たがって､ 履行過程の展開の中での事態の推移に即して､ 具体的内容と
して契約規範に取り込まれるとする｡ このことより､ 契約交渉過程の問
題については契約締結上の過失理論を特に用いずに処理されることとな
る｡ これに対して契約責任が及ぶ範囲を狭く捉える見解においては､ 契
約締結過程の問題については契約責任では処理できないとしている｡ し
かしながら､ 契約締結過程の問題について不法行為責任で処理するのは
不都合な場合もあるので､ 契約締結上の過失理論を用いて､ 契約締結過
程において生じた保護義務違反の効果として契約類似の責任が導かれる
としているのであろう｡
第三款 視点の提示
日本法においては､ 契約関係の維持が求められている場合､ 裁判例に
おいては情報提供義務の相手方が望んでいなかった契約が適正化されて
いるものは少ない｡ 学説においては､ 契約交渉過程に生じる種々の責任
問題を論じる際に､ 契約関係を維持して契約を適正化するという視点が
欠けているように思われる｡
情報提供義務が問題となる場合には裁判例においても学説においても､
四つの区分の一つである導かれる効果については意識されている｡ この
場合､ 損害賠償が中心である｡ 学説において情報提供義務の分類が試み
られているが､ 論者により様々な平面で整理がなされている｡ 情報提供
の対象による分類や態様による分類は意識されてはいるが､ 具体的な区
分については明確ではない｡
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したがって､ 情報提供義務が機能する範囲を明らかにすること､ その
範囲内での情報提供義務の効果を統一的に導くこと､ 従来の制度の根底
には情報提供義務があることを明らかにするために､ 情報提供義務の具
体的な分類を明らかにする必要がある｡ その上で､ 情報提供義務の効果
による区分､ 情報提供の対象による区分､ 情報提供の態様による区分､
関連する個々の制度による区分が三つの目的とどのように関わるのかを
明らかにする必要がある｡
これらを踏まえ､ 次章ではドイツ法の状況について述べる｡ ドイツ法
を比較法の対象とする理由は､ 日本において､ 契約締結過程における問
題について､ 裁判上も学説上も重要な役割を果たしている契約締結上の
過失に関する議論が蓄積されていることである｡ さらに､ 合意の瑕疵の
拡張により契約からの離脱が中心的に論じられているフランスとは異な
り､ ドイツでは､ 損害賠償が中心的に論じられていることである｡
【付記】
本稿は､ 平成20年度科学研究費補助金 (若手研究 (スタートアップ) 課
題番号20830009) の助成による研究成果の一部である｡
法政論叢──第47号(2010)
48
(
六
三)
